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１．はじめに 

 

首都高速道路（以下、首都高速）は首都圏の１都３県

にまたがる自動車専用道路ネットワークである。この首

都高速において、現在までに新たな供用による交通量の

変化を見ると、東名や東北道などの国幹道と接続するよ

うな供用が多かった昭和の時代においては、明確な通行

台数の増加が見られたが、平成以降には、渋滞対策のた

めの環状道路等の開通が多くなり供用による通行台数の

増は必ずしも明確ではない。（図－１）１）。 

一般に、道路ネットワークにおける新規路線供用に伴

い増加する交通量の算出に関しては、交通量配分により

算出するのが定法で、新規開通後に実際の交通量から求

めることは社会経済状況の変化等の影響の排除が困難で

あることから、実績交通量に基づいた算出を行う方法は

確立されていない。 

本稿では、首都高速において新規に開通する道路ネッ

トワークの事例を用いて、実績開通前後の実測交通量か

ら路線供用により増加した交通量を算出する方法を検討

し、その適用性についても考察を行う。 

 

２．各料金圏間の利用台数の相関分析 

 

（１）各料金圏間の交通量の関係 

 首都高速は、３つの料金圏に区分して料金を徴収して

いる（図－２）２）。利用者は各料金圏で最初の料金所

を通過した後はその料金圏内では再度課金されることな

く、一定の料金を支払うことで首都高を利用できる。こ

のため、各料金圏内の料金所で通行料金を支払った車両

の数を集計して利用台数として計上しており、料金圏を
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図－１ 首都高速の交通量、供用延長の推移 

 

殿町

金港ＪＣＴ
大黒ＪＣＴ

Ｎ

三郷ＪＣＴ

川口ＪＣＴ

美女木JCT

与野
さいたま見沼

(千葉県)

(埼玉県)

(神奈川県）

(東京都)

小菅JCT

堀切JCT
板橋JCT

江北JCT

入谷

谷河内

箱崎ＪＣＴ

辰巳ＪＣＴ 西ＪＣＴ

有明ＪＣＴ

大井ＪＣＴ

東海ＪＣＴ

川崎浮島ＪＣＴ

並木

石川町ＪＣＴ
狩場 本牧ＪＣＴ

三ツ沢

高井戸

用賀
戸越

昭和島ＪＣＴ

生麦ＪＣＴ

高谷

羽田

両国JCT

西新宿JCT

熊野町JCT

中央自動車道

東名高速道路

関越自動車道

東北自動車道
常磐自動車道

京葉道路

東関東自動車道

東京外環自動車道路

東京湾アクアライン

横
浜
横
須
賀
道
路

横
浜
新
道

第
三
京
浜
道
路

　凡例
　　東京線
　　神奈川線
　　埼玉線

芝浦ＪＣＴ

　新都心

図－２ 首都高速料金圏区分図 

 



またぐ利用者は料金圏毎に計上している（表－１）。 

一方、この３つの料金圏が存する地域は隣接してい

ることから、経済活動がほぼ同様であることが想定され

る。このため、経済動向の変動により首都高速の利用者

が増減する際には同様の傾向を示すことが想定される。

この検証のため、平成18年1月以降の料金圏毎、及び首

都高速全線の利用台数を前年同月の利用台数で除するこ

とにより、利用台数の変動を確認した（図－３）。この

結果、以下のことが分かった。 

 

１） 平成１９年１２月の中環４～５号間供用以前にお

いて、全料金圏、東京料金圏、神奈川料金圏の利用

台数の変動はほぼ近似している。 

２） 中環４～５号間の供用後では、東京料金圏と神奈

川料金圏の利用台数の対前年同月比が乖離している。 

３） 埼玉料金圏の利用台数の変動は全料金圏、及び東

京料金圏、神奈川料金圏の変動と対前年比の値が異

なるものの、増減傾向は概ね合致しているものと判

断される。 

なお、首都高速では平成２０年８月３日に５号池袋

線においてタンクローリーの横転事故が発生し、１０月

１４日まで架け替え工事を伴う通行止め、車線規制を行

ったため、この期間においては東京料金圏において利用

台数が大幅に減少したため、この期間においては、東京

料金圏の利用台数と神奈川料金圏の利用台数の変動が大

幅に乖離している。 

ここで、１）で述べた利用台数の対前年同月の変動

が東京料金圏、神奈川料金圏で概ね一致していることを

統計学的に確認するために、各料金圏の利用台数間の決

定係数を確認した。その結果を図－４に示す。東京料金

圏と神奈川料金圏間の決定係数は事故があった平成２０

年以外は決定係数が0.97以上の非常に高い値を示してい

る。このことは、東京料金圏、もしくは神奈川料金圏の

利用台数を説明変数、もう一方を被説明変数として近似

式を用いて算出できることを示唆している。なお、東京

料金圏利用台数と埼玉料金圏間の利用台数、神奈川料金

圏利用台数と埼玉料金圏利用台数間においても決定係数

は、0.80以上を示しており、高い相関があると言える。 

  

（２）月別料金圏毎の利用台数分布 

（１）で示した通り、平成１９年１２月以前におい

ては東京料金圏利用台数と神奈川料金圏利用台数は特に

高い相関関係があるものと想定され、月別の利用台数に

関して相関性を確認した。 

また、首都高速の利用台数は、毎年月別に概ね同様

な傾向で変動している（図－５）。それは図－５より判

断できるが、首都高速の利用台数は月別の変動特性を有

しているものと判断され、平均利用台数が料金圏毎の利

用台数に対して相関があるかの確認については月別の利

用台数を用いて行うことが望ましいと想定される。以上

の検討を踏まえ、神奈川料金圏利用台数を横軸、東京料

金圏の利用台数を縦軸として分布を確認したものを図－

６に示す。なお、図－６における凡例の時期は首都高速

の路線供用の時点により細分化している。この結果、以

下のことが分かった。 

表－１ 首都高速の平均利用台数（平成２０年度）３）

料金圏 利用台数(台/日) 割合 

東京 810,002 72.7%

神奈川 262,002 23.5%

埼玉 42,673 3.8%

全線 1,114,678 100.0%
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１） 神奈川料金圏利用台数と東京料金圏利用台数は月

別利用台数でも相関性を有していると想定される。 

２） 神奈川料金圏利用台数と東京線利用台数との分布

は新規路線の供用時点を境として、それまでと異な

る直線上に並んでいると判別されることから、２料

金圏の利用台数に関する相関性は変化しているもの

と考えられる。 

３） ２料金圏の相関性は新規路線供用時点で変化して

いるが、特に1990年3月、1994年12月の2時点で大き

く変化している。 

ここで、1990年3月には神奈川3号狩場線(狩場～新山

下)が供用、1994年12月には高速湾岸線(羽田空港～大黒

ふ頭)が供用している。即ち、1990年3月に神奈川3号狩

場線の供用により、横浜新道・横浜横須賀道路と首都高

速が接続されたことで利便性が増し、神奈川料金圏利用

台数が大幅に増加したことが想定される。また、1994年

12月には高速湾岸線によって東京料金圏と神奈川料金圏

間が接続され、利便性が増したことで神奈川料金圏の利

用台数が大幅に増加したことが想定される。 

以上より、1990年3月及び1994年12月を境として、図

－５における分析時期を以下の３期に分け、詳細に示す。 

グループA：1987年4月～1990年2月 

グループB：1990年3月～1994年11月 

グループC：1994年12月～2009年10月 

以上のグループA、グループB、グループCを詳細に示

し、また決定係数と１次近似式を示したものが図－７－

A～図－７－Cである。決定係数は概ねの期間において0.

8以上を示していることから、神奈川料金圏利用台数と

東京料金圏の利用台数については高い相関性があり、そ

の関係は一次式で表すことができることが想定される。 

ただし、図－７－A～図－７－Cにおいてプロット数

が少ない期間においては相関性が0.7以下、またさらに

小さくなる場合があった。これは、路線が供用して新し

い道路ネットワークが構成された後に、利用者がネット

ワークの特性を把握できていないため交通状況が落ち着

いていない期間であると想定できる。 

70

75

80

85

90

95

100

10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30
神奈川線交通量(万台/日)

東
京
線

交
通

量
( 万

台
/ 日

)

1987.04～1987.10 1987.09～1989.08 1989.09～1990.02
1990.03～1990.10 1990.11～1993.07 1993.08～1994.11
1994.12～1998.04 1998.05～1999.06 1999.07～2000.02
2000.03～2001.09 2001.10～2002.03 2002.04～2002.04
2002.12～2004.04 2004.05～2006.07 2006.08～2007.11
2007.12～2009.01 2009.02～2009.10

図－６ 神奈川料金圏利用台数と 

     東京料金圏利用台数の分布 

y = -0.1977x + 941772
R2 = 0.0143

y = 1.7561x + 474711
R2 = 0.3999

y = 3.5435x + 13133
R2 = 0.928

70

75

80

85

90

95

100

18 20 22 24 26
神奈川線利用台数(万台/日)

東
京

線
利

用
台

数
(万

台
/日

)

1990.03～1990.10 1990.11～1993.07 1993.08～1994.11

図－７－B 東京線利用台数と神奈川線利用台数 

      (1990.03～1994.11) 

y = 1.9686x + 334460
R2 = 0.5728

y = 2.6536x + 133429
R2 = 0.9389

y = 2.9173x + 49010
R2 = 0.965

y = 2.4017x + 188790
R2 = 0.9629

y = 2.4751x + 151196
R2 = 0.7862

y = 2.1456x + 238498
R2 = 0.7577

y = 2.4703x + 162002
R2 = 0.8532

y = 2.1119x + 253947
R2 = 0.8561

y = 2.5779x + 117684
R2 = 0.9434

y = 2.5566x + 137424
R2 = 0.7211

70

75

80

85

90

95

100

22 24 26 28 30
神奈川線利用台数(万台/日)

東
京
線
利

用
台
数

(万
台

/日
)

1994.12～1998.04 1998.05～1999.06 1999.07～2000.02 2000.03～2001.09 2001.10～2002.03 2002.04～2002.04 2002.12～2004.04 2004.05～2006.07
2006.08～2007.11 2007.12～2009.01 2009.02～2009.10

図－７－C 東京線利用台数と神奈川線利用台数 

      (1994.12～2009.10) 

y = 6.1x - 92808
R2 = 0.946

y = 7.2701x - 318019
R2 = 0.9357

y = 5.1513x - 4854.6
R2 = 0.6912

70

75

80

85

90

95

100

14 16 18

神奈川線利用台数(万台/日)

東
京

線
利

用
台

数
( 万

台
/ 日

)

1987.04～1987.10 1987.09～1989.08 1989.09～1990.02

図－７－A 東京線利用台数と神奈川線利用台数 

      (1987.04～1990.02) 

グループA 

グループB 

グループC 



（３）相関性が復帰する期間の検証 

 （２）において、首都高において路線が供用してから

の期間が短い期間では料金圏間の相関性が低くなる場合

があることが分かった。このため、特に東京料金圏利用

台数と神奈川料金圏利用台数が新規路線の供用後におい

てどれくらいの期間で相関性が高くなるかについて検証

を行った。この検証を行うため、以下の条件を元に検証

の対象とする期間を選定した。 

１） 月による利用台数の変動による影響を取り除くた

め、路線供用前1年間において他の新規供用がない 

２） 路線供用後の相関性が高くなる期間を検証するた

め、供用してからの複数年間において別の供用がな

い 

以上の条件を満たすものとして、以下の①～②の２

ケース、また最近の例として③を選定した。 

① 中央環状線(足立～西新井)、中央環状線(四つ木～

臨海町)(1987.09) 

② 高速湾岸線(羽田空港～大黒ふ頭)(1994.12) 

③ 中央環状線(西新宿JCT～熊野町JCT)(2007.12) 

 この３ケースについて、神奈川料金圏の利用台数を横

軸、東京料金圏利用台数を縦軸に表したものが図－８－

１～図－８－３である。この相関分析により求められる

決定係数を供用前、供用１年後、２年後、３年後につい

て時系列的に変動を示したものが図－９である。この結

果、供用前に比べて供用１年後においては決定係数が減

少することが分かる。さらに、２年後以降では決定係数

が増加していくことが分かる。ケース②においては２年

後では0.8未満であるが、これはネットワークの変化が

大きく利用者がネットワーク特性を把握することに時間

を要し、交通状況が安定していなかったものと想定でき

る。このため、一般的には供用1年後では料金圏毎の利

用台数間について相関性が減少することが想定されるが、

２年後以降では相関性が高くなることが想定される。特

に、ケース②で示す通り、供用３年後では２年目よりも

高い相関性を示している。このため、新規路線の供用後、

時間が経過することによって利用者がネットワーク特性

を把握することで交通変動が落ちつき、２料金圏の利用

台数の相関性は高まっていくものと想定される。 

 しかし、首都高速ではこれまで１，２年おきに新規路

線が供用していたため、ある路線の供用後からの相関関

係を検証できる期間がほとんど無い。このため、今後は

この検証期間をいかに増やしていくかが課題となる。 
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（４）路線供用による増加交通量の推定方法の検討と検

証 

以上、検証してきた内容から、路線の新規供用によっ

て増加する利用台数を以下の方法により推定する方法を

提案する。 

i. 路線供用前の２料金圏間の利用台数の相関性を元

にして一次近似式を算出する。 

ii. 供用２年後以降において供用の無かった料金圏の

利用台数をⅰの近似式に代入して、供用があった

料金圏における供用が無かった場合に想定される

利用台数を算出する。 

iii. 供用があった料金圏におけるⅱで算出した利用台

数から実際の利用台数を減じて差を算出する。 

以上、ⅰ～ⅲの手順により求められた差が新規路線

の供用により増加した利用台数と推定することができる。 

 以上の方法を元に（３）におけるケース③のケースに

て増加したと考えられる交通量を算出する。 

i. 路線供用前の一次近似式 

東京料金圏利用台数 

=2.6074×神奈川料金圏利用台数+109,478 

ii. 供用2年後の神奈川料金圏の平均利用台数が259,11

2台/日であるため、供用が無かった時の想定され

る東京料金圏の利用台数はⅰの式に代入して785,0

87台/日と算出される。 

iii. 東京料金圏の供用2年後の実際の平均利用台数809,

810台/日から、ⅱで算出した利用台数を減じるこ

とにより、新規供用により増加したと考えられる

利用台数24,723台/日を得る。 

  

 

３．おわりに 

  

本稿では、実際の利用台数を基に路線供用により増

加したと考えられる利用台数を算出する方法について検

討した。今回、提案する方法にて首都高速の路線が供用

することによって増加したと想定される利用台数を簡易

的に算出することができるようになったが、下記の点に

おいて検討すべき課題がある。 

１） 大規模なネットワーク変更が生じた場合には、２

料金圏利用台数の相関性が高くなるまでの期間が長

くなることが想定される。このため、路線の供用か

ら利用台数の相関が高いと判断できるようになるま

での期間をいかに設定するか。 

２） ある路線の新規供用後に、他の路線の新規供用が

ない期間がほとんど無いため、料金圏間の相関性を

経時的に確認することが難しい。 

３） 新規供用が無かった料金圏において、路線供用に

よる利用台数の増加は生じないか。特に、２つ以上

の料金圏に利用台数の増加を発生させると考えられ

る路線の供用に当たってはともに利用台数が増加す

ることが想定されるため、今回提案する方法は適用

できないことが想定される。この課題を解消する手

法としては、料金圏よりも詳細な範囲に分割するこ

とにより、路線開通の影響範囲を検討することが考

えられる。また、その範囲の検討のためには、交通

量推計の結果を用いることが考えられる。 

４） 路線の供用が連続する際には、複数の路線の供用

によって増加する交通量が加算されることが考えら

れる。このため、路線毎に供用によって増加した交

通量を分解する方法を検討する必要がある。 

５） 相関関係から得られる推定の利用台数と実績の利

用台数の差を増加した利用台数としているが、その

結果を実際には検証することが困難である。この推

定の利用台数が実際に増加した利用台数であるかを

検証する方法が求められる。 

以上の課題があるが、今後さらなる分析を進めてい

き、首都高のネットワーク整備における検討方法として

確立していきたいと考えている。 
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